
ステークホルダーとのエンゲージメント

当社グループでは、ステークホルダーの皆さまとの対話を通じ、当社グループに対する期待や要請を事業戦略や活動に組み込むことが、持
続可能な企業経営を進めるうえで重要と考えています。コミュニケーションの機会を充実させながら、ステークホルダーの皆さまの視点を
より深く経営に反映することに努めています。

■ ステークホルダーとの関係構築の考え方と主なコミュニケーション方法

ステークホルダーコミュニケーション

ステークホルダーとの関わり

ステークホルダーとの関係構築の考え方と主なコミュニケーション方法
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■ ステークホルダーと事業との関係

ステークホルダー 事業との関係

適時適切な情報開示、経営を巡る対話
経営の透明性と説明責任を果たしながら、株主や投資家との双方コミュニケーションを通じて持
続的な企業価値の向上を目指しています。

顧客満足度向上を重視した事業活動
お客さまのさまざまなニーズや要請に応えて、高品質な製品・サービス等の提供を行っていま
す。

一人ひとりの人材価値の向上
あらゆる多様性を持つメンバーが共存し、認め合い、⼀⼈ひとりが互いを活かしながら最⼤限に
その能⼒を発揮し、成⻑と⾃⼰実現を実感しながら安⼼して働ける職場づくりを⽬指していま
す。

信頼関係の構築と発展への貢献
地域社会との交流や対話を積極的に行い、私たちの事業活動について、相互に正しい認識と理解
が得られるように努めています。

公正で公平な取引と協働
すべてのお取引先との間で、公正・適正な取引を行い、お取引先とともに責任ある原材料・鉱物
調達に取り組んでいます。

社会課題の解決に向けた連携
日本鉱業協会、日本地熱協会や、日本経済団体連合会等との意見交換、協働により、社会課題の
解決に取り組んでいます。

社会的要請を巡る対話と連携
教育・研究機関やNGO・NPOとの連携を通じて、教育支援、人材育成等に貢献しています。

良好で健全な関係の維持、政策への協力
政府機関や地方自治体が策定する各種関係法令の遵守のみならず、連携し、地域の発展に貢献す
る事業を行っています。

環境保全に向けた幅広い対話・協働
環境問題の解決に貢献すべく、さまざまな関係者とのネットワークを構築し、意見交換を行い、
協働を進めています。

当社グループは、ステークホルダーの皆さまのご指摘やご提言に応えることを通じて、サステナブル経営の水準を向上させています。主な
期待・要請には、以下のように取り組んでいます。これらを把握するためのステークホルダーとのコミュニケーション方法については、
「ステークホルダーとの関わり」をご参照ください。

主な期待・要請 当社グループの対応状況

資源循環への取り組みの
さらなる拡大・深化

「循環型社会の実現に貢献する」ことを、私たちの目指す姿に明記
グループ全体でのマテリアルフローの最適化
都市資源リサイクル強化に向けた事業展開と研究開発

気候変動に伴うリスク・
機会への対応

2045年度カーボンニュートラルを目指したGHG排出量削減の推進
脱炭素化に貢献する素材・製品・技術の開発
再生可能エネルギーの開発・利用促進
CO 回収・利用に関する実証実験・技術開発の推進
TCFD提言に基づくシナリオ分析の実施
カーボンフットプリントの算定

株主・投資家

お客さま

従業員

地域社会

お取引先
(調達先)

業界団体／経済団体

非営利組織
(教育・研究機関、NGO・NPO）

行政

地球環境／将来世代

ステークホルダーの期待・要請への対応

2
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休廃止鉱山の管理

当社グループが国内に有する休廃止鉱山（非鉄金属鉱山）における坑廃水処理、集積場の維持等の管理
業務の継続（一部の鉱山の文化的遺産としての保全・効果を含む）
設備更新・環境対策工事（激甚化する自然災害に備えた鉱害・危害防止対策工事、大規模地震に備えた
集積場安定化工事、坑廃水の発生源対策、老朽化設備の更新等）の計画的実施
休廃止鉱山管理業務のデジタル化
休廃止鉱山実務者の育成
休廃止鉱山の管理に関連する技術開発

生物多様性の保全（社有
林、鉱山周辺）

社有林においてSGEC森林認証を取得し、持続可能な森林経営を推進
出資先鉱山に対し生物多様性への配慮を確認し、自然公園等に隣接する事業所でも保全活動を実施

サプライチェーンでの人
権尊重

当社グループを含むサプライチェーンにおける、当社グループ「人権方針」「調達方針」等の実効性確
保に向け、啓発活動、デューデリジェンス、救済措置の確保等、多層的な取り組みを展開
金属事業におけるCSR投融資基準およびCSR調達基準の運用、一定規模の権益を有する出資先鉱山での
地域社会との対話
責任ある鉱物調達認証の維持（金、銀、錫、タングステン）

品質管理
品質問題に係る再発防止策の継続実施
品質振り返りの日等による品質問題の風化防止
「攻めの品質」による規格外品を発生させない仕組みづくり

安全で快適な職場環境の
構築

「SCQDE（安全と健康をすべてに優先）」の浸透活動
ゼロ災プロジェクトの継続
リスクアセスメントによる設備安全化（工学的対策）の徹底
安全衛生教育の強化
従業員の健康意識向上
安全衛生推進体制の強化
協力会社従業員の安全確保
火災爆発等事故の防止

人材の育成

従業員コミュニケーションの活性化
教育研修体系の展開と継続的改善
次世代経営人材の育成

多様な人材の活躍推進
ダイバーシティー＆インクルージョンの推進
健康経営の実践

情報セキュリティの強化

情報インフラの強化拡充
既知の脆弱性を狙った攻撃に対する防御策の充実
標的型攻撃等、新たな脅威に対するリスクの低減
セキュリティ・オペレーション・センタ（SOC）による脆弱性・脅威の監視、およびセキュリティイン
シデント対策チーム（CSIRT）設置による迅速なインシデント対応

コーポレート・ガバナン
スの進化

グループガバナンス強化（コミュニケーション、コンプライアンス体制・意識、資源配分）
実効性と確実性を高めた新たなリスクマネジメントシステムの構築
コーポレートガバナンス・コードに基づく諸対応
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当社は多種多様なステークホルダーの皆さまとの関わりの中で事業収益を得て、経済的付加価値を生み出していますが、その付加価値をス
テークホルダーへ適切に配分することが、社会的責任を果たすうえで重要であると考えています。

2022年度の当社単体における収入は12,297億円でした。ここには、製品・サービスの販売による売上と、投資配当を含む営業外収益、そ
して特別利益が含まれています。一方、主にお取引先への支払である事業コストは11,608億円でした。
事業活動を通じて生み出した付加価値は、総収入から事業コストを引いた689億円となりました。

従業員への配分である、法定福利費と退職給付費用を含む人件費は、500億円です。
金融機関等の債権者には、資金借入等の利息として、30億円が配分されています。社会・地域への配分は、政府を通じたものと、自社の社
会貢献活動の一環として行ったものとがあります。政府に対しては、会計上の法人税と経費で負担している租税公課の合計で▲49億円を計
上しています。また、寄付金や施設開放、従業員の役務提供等を含む社会貢献活動として4億円を支出しています。
株主（国内外の法人および個人）への配分である支払配当金は、総額で98億円です。
なお、将来に向けた投資や備えに充当する内部留保は、106億円となりました。

■ 経済的付加価値配分

分類 ステークホルダー 金額（百万円） 内容／算出方法

収入 お客さま・お取引先 1,229,709 売上高・営業外収益・特別利益

支出

お取引先 1,160,802 事業コスト（売上原価および一般管理費のうち、人件費・租税公
課・寄付金を除いた金額）

従業員 49,982 人件費（法定福利費、退職給付費用を含む）

債権者 3,023 支払利息

政府 ▲4,880 税金（法人税、経費として負担している租税公課）

社会一般 405 寄付金等

株主 9,819 支払配当金

内部留保 10,558 当期純利益から支払配当金を差引いた金額

※ 寄付金に加え、現物寄付、施設開放、従業員の役務提供等を日本経団連方式により金額換算して算定

ステークホルダーへの経済的価値配分

適切な経済的価値配分に努める

2022年度の経済的付加価値

付加価値の配分状況

※
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当社グループは、海外での事業活動に際し、まず各国の国情や国民性を理解し、企業市民として現地の一員として活動することを重視して
います。また、海外事業で得た収益は可能な限り現地に再投資し、事業の成長と地域の持続的な発展に貢献するよう努めています。

退職一時金に係る債務は331億円、確定給付型年金に係る債務は401億円です。このうち668億円（カバー率91.2%）を年金資産として社
外の基金に拠出しています。また、32億円を退職給与引当金として費用化処理し、残額33億円は未認識債務となっています。退職給付費用
の未認識債務については主として10年にわたる定額法に基づいて費用計上しています。

政府からの補助金や助成金等の受給額は0.1億円でした。なお、当社および当社グループ会社については、政府による株式保有はありませ
ん。

海外事業における現地への貢献の考え方

退職給付費用の拠出

政府から受けた財務的援助
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当社では、毎年開催する定時株主総会を、株主の皆さまと当社の経営トップとが直接対話する貴重な機会として捉えています。そのため、
株主の皆さまが株主総会における報告事項および決議事項について事前に十分検討いただけるよう、当社WEBサイト等において株主総会資
料を法定期日前に開示するとともに、早期発送に努めています。また、取締役会の実効性評価等のコーポレート・ガバナンスの状況につい
て記載する等、情報開示の充実に努めています。

さらに、書面に加えてインターネットによる議決権の行使を可能としているほか、国内外の機関投資家向けの議決権電子行使プラットフォ
ームにも参加しています。株主総会では、映像やナレーションを用いて議事の内容を分かりやすくご説明しているほか、各決議事項に対す
る議決権の行使結果を、株主総会終了後当社WEBサイト等で公表しています。2021年6月24日開催の第96回定時株主総会から、株主の皆
さまの利便性向上のため、ハイブリッド参加型バーチャル株主総会（ライブ配信）を実施しています。ライブ配信した株主総会の動画は当
社WEBサイトに一定期間掲載しています。

■ 所有者別株式分布

2022年度は、決算説明会（四半期ごと）、経営説明会（半期ごと）、事業説明会、サステナビリ
ティ説明会、中期経営戦略説明会を開催しました。各説明会では決算内容、経営方針、サステナビ
リティ等への取り組みについて説明を行った後に質疑の時間を設けることで、参加者とのコミュニ
ケーションの強化を図りました。なお、参加者からいただいたご意見については、毎月経営陣向け
に発行しているIRレポートを通してタイムリーにフィードバックするとともに、説明会での説明や
質疑の内容については、個人投資家の皆さまにもご覧いただけるように、当社WEBサイトに議事
録を掲載しました。
また、機関投資家･証券アナリストの皆さまとは、個別ミーティング及び社長・CFO・社外取締役
とのスモールミーティング、並びに証券会社主催のカンファレンスを通じて活発な意見交換を行い
ました。一方、個人投資家の皆さまとは、個人投資家説明会への参加や株主通信「まてりある通
信」の発行及びWEBサイトへの掲載を通じてコミュニケーションを図りました。

今後もステークホルダーの皆さまとの対話を深化させ、情報公開の維持・向上を図り、積極的な
IR・SR活動を展開していきます。

株主との対話

投資家との対話

■ 2022年度IR・SR活動実績

項 ⽬ 2022年度実績回数

決算説明会（四半期決算ごと） 4回

経営説明会 2回

事業説明会 1回

サステナビリティ説明会 1回

IR・SR個別ミーティング 153件

海外IR 10件

証券会社主催 国内カンファレンス 2回

証券会社主催 個⼈投資家説明会 1回
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アンバサダーが中心となり、「私たち目指す姿」の実現に向けた従業員一人ひとりの宣言を社内外
で共有する「私の目指す姿宣言キャンペーン」を、2022年度に実施しました。従業員の宣言は、
2022年7月に開設した特設サイトに掲載しています。同サイトでは、「会社の目指す姿」を自分な
りに解釈し、日々の仕事に向き合う従業員の姿、自由闊達なコミュニケーションを生むための各種
施策等についても紹介しています。

特設サイト「目指す姿を実現するために」

当社はユニオンショップ制のもと、労働者の基本的な権利である、団体交渉権および結社の自由を尊重し、良好な労使関係の維持に努める
とともに、労使間で定期的な情報共有、意見交換を行っています。特に、三菱マテリアル労働組合総連合会との間で、年２回開催する労使
経営協議会では、各事業の最新の課題、戦略、方針等を踏まえ、活発な議論を交わすことで結束を高め、会社の持続的な成長に向けた方向
性の共有を図っています。
また、事業再編等に際しても十分な時間を設け、丁寧に説明し、協議を行っています。なお、現在の組合員数は単体の直接雇用者(出向者含
む)で4,155名であり、さらに、三菱マテリアル労働組合総連合会に加盟するグループ会社の労働組合の組合員を含めると7,098名となって
います。(2023年3月現在）

■ 組合員数（常勤換算）

項 目 人 員

単 体 4,155名

グループ含む 7,098名

当社グループでは、自由闊達なコミュニケーションができる健全で風通しの良い組織を目指し、さまざまなコミュニケーション施策を実施
しています。2021年度からはインナーブランディングをスタートし、「私たちの目指す姿」の自分ごと化を目的に、①経営層とのコミュニ
ケーション、②従業員一人ひとり、グループ全体がヨコでつながる、③一人ひとりのチャレンジを支援する方向性で、施策を展開していま
す。
2022年度より、当社単体の全従業員にスマートフォンの貸与を始めました。これにより、従業員にタイムリーに情報を届けたり、従業員同
士がチャットでコミュニケーションが取れるようになったりするなど、社内コミュニケーションの活性化に寄与しています。同時に、DXの
推進、業務効率化の面での活用も進めています。

経営情報の伝達強化、双方向対話を目的としてタウンホールミーティングを開催しています。2022年度は、4つの経営改革について、当社
の従業員を対象に28回、中経2030や決算等について、当社グループの従業員を対象に8回開催しました。

労使のパートナーシップ

コミュニケーション施策

目指す姿宣言キャンペーン

タウンホールミーティング
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社長自身がパーソナリティーとなって、グループ従業員からのさまざまな質問に答えるラジオ形式
の音声配信「千思万考ON AIR」を2021年度より定期的に実施しています。アーカイブデータを
Link MATERIALS（マテリンク） に掲載し、リアルタイムに配信を聞くことができない従業員も
聴取することが可能です。2022年度は、特別企画として拠点とリアルタイムでつなぎ、従業員が
現場や仕事を紹介するなどの配信を行いました。公式な経営メッセージとは異なり、和やかな雰囲
気でのゲストとのやり取りを通じて社長の率直な考え、人柄を身近に感じることができ、会社や経
営改革の理解にもつながるとの感想が寄せられています。

※ Link MATERIALS（通称：マテリンク）：全社のコミュニケーションハブとして主要なニュースのタイ
ムリーな発信やコミュニケーション活性化につながる双方向企画、私たちの目指す姿実現に向けた取り
組み紹介等の情報を発信する社内サイトを開設しています。

当社グループ全体から公募で集まった、インナーブランディング活動の推進メンバーをアンバサダ
ーとして任命し2021年度から活動しています。主な役割は、従業員一人ひとりが「私たちの目指
す姿」を”自分ごと化”し、”行動”できている状態にするための仕掛けづくりです。2022年度は、
第Ⅱ期のアンバサダー16名により、アンバサダーによる音声配信、部署を紹介する動画配信、社
外のさまざまな分野で活躍する方へのインタビュー記事の発信等、さまざまな方法で従業員が目指
す姿への理解を深めるための活動を行いました。

従業員がほかの職場の仕事を半日間体験できる「半日職場体験」を実施しています。他部門・グル
ープ会社を「知る」（他部門・グループ会社の仕事や、働く人を知る。“私たちの目指す姿”にどの
ように貢献しているかを理解する）、「つながる」（部門、会社の枠を超えた横のコミュニケーシ
ョン、関係づくり。職場内での横のコミュニケーション、関係づくり）ためのコミュニケーション
を推進しています。個人が自律的にキャリアを考えるきっかけとしても位置付けています。2022
年度は19の職場で33名が参加しました。

若手従業員がメンターとなり、メンティーである経営層に対してメンタリングを行う仕組みです。業務と異なる立場でさまざまなテーマで
議論することにより、互いに気づきを得る機会となり、自由闊達なコミュニケーションができる風土を醸成することを目指しています。
2023年度は、参加者のアンケート結果等を踏まえ、メンティーが実施期間・頻度・話したいテーマ等の希望を記載したアピールシートを作
成し、メンター自身がメンティーを選べるようにするなど、新たな形で実施します。

千思万考ON AIR

※

リバースメンタリング

アンバサダー活動

半日職場体験
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ライブ画像配信によるオンライン講
習会実施

顧客満足の向上

当社の各事業所並びにグループ会社では、お客さまの多様な要望にお応えするため、品質マネジメント活動の一環として、クレーム情報の
分析や、「お客さま満足度調査」を実施しています。分析結果や調査でいただいたお客さまの声は、マネジメントレビューに報告され、真
摯に受け止め、「より良い製品とサービス」の提供に向けた改善に反映しています。

当社は、業界No.1の環境負荷低減を実現した独自の銅製錬技術である三菱連続製銅法を強みに、かねてよりE-Scrapの受け入れ・処理を行
っており、現在、E-Scrapの受け入れ・処理能力は年間16万tと世界最大級となっています。こうした中、顧客サービスのさらなる向上を図
るため、2021年12月20日よりE-Scrap取引の新しいプラットフォーム「MEX」の運用を開始しました。「MEX」は最新のデジタル技術を
活用し、多数の機能を搭載しています。当社は、長年の経験と高い技術力を「MEX」を通してご提供することで、国内外すべてのお客さま
の身近なパートナーを目指します。資源循環部門では、廃製品等のリサイクル処理を行うとともに、再生資源（銅や鉄、樹脂等）をお客さ
まのニーズに合わせた品位や数量で計画的に供給できるよう、原料の回収方法等、リサイクルプロセスの改良を積み重ねる工夫をしていま
す。また、各リサイクル工場においては、社会貢献活動の一環として環境教育の場をご提供するため、積極的にお客さまの工場見学を実施
しています。

当社は、無酸素銅をはじめとする高性能銅合金やシリコン加工品等の製造技術、異種材接合等のプロセス技術に強みを有し、お客さまに不
可欠な高機能製品を提供しています。
お客さまの求める機能的価値を素早く把握するため、将来に向けた製品ロードマップをお客さまと共有することで、お客さまとの強固な信
頼関係を構築し、ファーストコールベンダーを目指しています。

加工技術センターではお客さまに切削工具を正しく使用していただくため、さまざまな技術サポー
トを提供しています。具体的には、工具と切削加工の知識向上を目的とした研修会「切削アカデミ
ー」の開催や、効率的に工具をご使用いただくための切削試験と技術サービス活動、フリーダイヤ
ル技術相談室等を通じて、常にお客さまと直接的なコミュニケーションを図ることを心掛けていま
す。2022年度は2021年度に引き続き、オンライン講習会、リモート切削試験に重点的に対応しま
した。今後もお客さまの要望に応じ、実際の加工ラインでの技術診断や切削加工解析を通じ、総合
的なソリューションを提供していく予定です。

当社は資源のリサイクル事業や再生可能エネルギーの開発を通じて循環型社会に貢献する取り組みを行っています。 再生可能エネルギーに
ついては、長期にわたり環境負荷の少ないエネルギーを安定的に供給することで脱炭素社会の構築への貢献を目指し、日々設備の点検・管
理等を行っています。また、「エネルギーの地産地消」をコンセプトとした地域新電力への電力供給や非化石証書オークションへの参加を
通じて、当社の「再エネ由来」の新たな価値を提供し、お客さまと地域の信頼に応えるよう努めています。

ステークホルダーコミュニケーション

お客さまの満足度向上のために

お客さま満足度調査

金属事業

高機能製品

加工事業

再生可能エネルギー事業

156



地域社会との対話・共生

三菱マテリアルグループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、「循環をデザインする」というビジョンを掲げ、「持続
可能な社会（豊かな社会、循環型社会、脱炭素社会）を実現する」ことをミッションとし、行動規範において「国際社会の一員として、そ
れぞれの地域に貢献し、社会と共存共栄を図る」ことを私たちが遵守すべきルールとして制定しています。

地域社会貢献活動方針

2023年7月21日制定

三菱マテリアルグループは、創業以来、日本をはじめ世界各地に製造拠点だけでなく調達・営業拠点等を保有しており、地域社会の信
頼を得ることでその事業を続けていくことができると考えています。この当社グループの考えを引き継ぎ、次世代につないでいくため
には、私たち一人ひとりが、ステークホルダーからの期待に応え、社会的責任を自覚して行動することが必要です。
そのため、各地域での自然保護、次世代教育支援やマイノリティ支援を含むダイバーシティ＆インクルージョン等の社会における課題
を解決するための貢献活動を積極的に行い、地域社会との共生を目指します。
また、事業活動により得られた収益は地域社会を含めたステークホルダーへ適切に分配することで、社会的責任を果たしていきます。

企業理念、ミッション、行動規範に沿って、以下の３分野に注力し、事業の持続的な成長を図ります。

1. 地域での環境保護・保全活動の推進
2. 次世代教育・ダイバーシティ＆インクルージョンの支援
3. 地域社会との共生

各地域社会、パートナー団体との対話を通じて社会的ニーズや課題を理解し、貢献や解決に向けた具体的なアクションの施策立
案・実行をします。

三菱マテリアルグループの各拠点が、これまで継続している地域社会とのコミュニケーション活動においても、引き続き実施すること
で、持続可能な地域社会への貢献を進めていきます。

当社単体の地域社会貢献活動における支出として、2022年度は、寄付金3.9億円、従業員の役務提供1,115万円、施設開放16万円など、合
計約4億円 となりました。

※ 金額は当社が定めた算出方法による。

当社では、2011年3月に発生した東日本大震災における社会貢献活動を一過性ではなく、恒常的に実施すべきという認識のもと、2011年度
より、新卒新入社員教育の一環として、新入社員全員が社会奉仕活動に参加する制度を設けています。
入社間もない時期から、当社グループの一員として、社会との関係性を考え、企業の社会的責任の意識を高めることを期待しています。
2022年度は、のべ251名が清掃や祭礼、スポーツイベント等に参加しました。

当社の拠点やグループ会社では、地震発生時等の緊急時に使用する非常用食品・飲料水等を管理しています。更新時期を迎える非常用食
品・飲料水等を、必要としている施設・団体へ寄付しています。

ステークホルダーコミュニケーション

社会貢献活動

注力領域●

アプローチ●

地域社会貢献活動への投資

※

新卒新入社員の社会奉仕活動参加

更新時期を迎える非常用食品・飲料水等の有効活用
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■ 当社本社

食品100食、飲料水48本を、特定非営利活動法人難民支援協会へ寄付しました。
また、食品5,300食、飲料水954本を、（株）StockBaseによる、企業で余った備蓄食やノベルティを必要とする団体へ有効活用するマッチ
ングプラットフォームを介し、20件の団体へ寄付しました。

■ 当社三田工場

食品1,630食を、三田市商工会が開催するフードドライブへ寄付し、三田市のこども食堂へ提供されました。

■ 主な外部団体からの受賞実績（2022年度）

受賞者 表彰実施団体
・組織

受賞内容

三菱マテリアル（株）
堺工場

東日本旅客鉄道（株） 感謝状 2022年3月福島県沖地震復旧対応にて東北
新幹線用トロリー線を早期納入

ＭＭカッパープロダクツ（株）

三菱マテリアルテクノ（株） （公社）空気調和・衛生工学会 第 60 回学会賞
技術賞
建築設備部門
（連名受賞）

横浜市役所の環境・設備計画と実施」の施
工（地中熱）

日本地熱学会 令和4年度日本地熱学会賞
論文賞
（連名受賞）

地中熱利用による地下微生物への影響評価

三菱マテリアル（株）
直島製錬所

文部科学省 令和4年度科学技術分野の文部
科学大臣表彰
創意工夫功労者賞

種板カシメ時の跳ね上り防止による種板垂
直性改善

三菱マテリアル（株） （一社）日本機械工具工業会 2022年（令和4年度）日本機械
工具工業会賞
環境大賞

環境マネジメントシステムに基づく高レベ
ルの組織的な仕組みを構築し、特に地球温
暖化防止や廃棄物削減の取り組みを全社的
に実施、醸成。

（株）ＭＯＬＤＩＮＯ （一社）日本機械工具工業会 2022年（令和4年度）日本機械
工具工業会賞
技術功績賞

超硬OHノンステップボーラー40-
50WHNSBの開発

モノづくり日本会議、（株）日
刊工業新聞社

2022年超モノづくり部品大賞
機械・ロボット部品賞

交差深穴加工対応「超硬OHノンステップボ
ーラー 40-50WHNSB」

三菱マテリアル（株）
三宝製作所

日本銅学会 第56回論文賞 次世代の鉛フリー快削α + β黄銅の開発

三菱マテリアル（株）
イノベーションセンター、三田工場

（一社）日本ファインセラミッ
クス協会

技術振興賞 Cu基板への無加圧接合を実現した焼結型銀
ペーストの開発

三菱マテリアル（株）
イノベーションセンター、若松製作所

（一社）日本伸銅協会 2021年度技術賞 車載用小型端子向け銅合金「MSP5 」の開
発と量産実用化

三菱マテリアル（株）
イノベーションセンター

（一社）日本伸銅協会 日本銅
学会

第56回論文賞
（連名受賞）

固溶強化型銅合金の低温焼鈍条件による転
位パラメータの変化と応力緩和特性への作
用

（公社）日本セラミックス協会 技術奨励賞 液相成膜技術の保護膜への応用と複合機能
化

JMIA 日本鉱業協会 日本鉱業協会賞 MEMS向けチタン酸ジルコン酸鉛薄膜の高
特性化

PT.Smelting（インドネシア･カパー･
スメルティング社）

インドネシア共和国環境林業省 2021-2022 PROPERプログラ
ム
Green Rating

企業の環境管理パフォーマンスを評価する
プログラムでの評価（金、緑、青、赤、黒
の順に格付）

当社グループに対する主な外部評価

Ⓡ
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当社は、「国連グローバル・コンパクト」（以下「UNGC」）に署名し、2022年3月22日付で参加企業として登録されました。 あわせて、
日本におけるUNGCのローカルネットワークである「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン」に加入しました。

UNGCは、各企業・団体が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、社会の良き一員として行動し、持続可能な成長を実
現するための世界的な枠組みづくりに参加する自発的な取り組みです。UNGCに署名する企業・団体は、UNGCが掲げる、人権、労働、環
境、腐敗防止の4分野に関わる10の原則を遵守し、実践することが求められます。
当社グループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと「ユニークな技術により、人と社会と地球のために新たなマテリアル
を創造し、持続可能な社会に貢献するリーディングカンパニー」となることをビジョンとしており、2021年12月1日付で新たに「サステナ
ビリティ基本方針」を策定する等、サステナビリティをより積極的かつ能動的に推進していくことにしています。

UNCGの10原則を支持し、事業活動の中で実践することで、持続可能な社会の実現に貢献

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンホームページ　http://www.ungcjn.org/
国連グローバル・コンパクトホームページ　https://www.unglobalcompact.org/

「国連グローバル・コンパクト」4分野10原則
人権

原則1：人権擁護の支持と尊重
原則2：人権侵害への非加担

労働

原則3：結社の自由と団体交渉権の承認
原則4：強制労働の排除
原則5：児童労働の実効的な廃止
原則6：雇用と職業の差別撤廃

環境

原則7：環境問題の予防的アプローチ
原則8：環境に対する責任のイニシアティブ
原則9：環境にやさしい技術の開発と普及

腐敗防止

原則10：強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み

社会へのアプローチ

国連グローバル・コンパクトへの署名
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当社は、2021年に迎えた当社グループ創業150周年を契機に、企業理念として掲げる「人と社会と地球のために」の実現に向け、社会課題
の解決に積極的に取り組んでいる団体へ寄付し、継続的な支援を行っています。
寄付先は、企業理念に合致した活動を行い、社会課題の解決、特に「子ども」「学生」「難民」の支援に取り組む団体の中から、これまで
の当社との関係等も踏まえて選定しました。

■ 「子ども」「学生」を支援する団体

「共に生きる社会」をビジョンに、社会課題の解決に向けて、所属する日本全国約80大学・2,500人の大学生を中心にボランティアを企
画・実施しています。

「どんな環境に生まれ育っても、未来を自らつくりだす意欲と創造性を育める社会」を目指し、子どもたちにさまざまな教育機会を届け
る活動を行っています。

■ 「難民」を支援する団体

紛争や人権侵害等の迫害から日本に逃れてきた難民の方々が新たな土地で安心して暮らせるように支え、ともに生きられる社会の実現を
目指しています。

日本社会と、日本に逃れてきた難民との共創価値を生み出すことによって、自らの境遇に関わらず、ともに未来を築ける社会を目指して
います。
また、当社は同団体の取り組みのひとつである難民人材の育成・採用・定着に伴走をする人材紹介サービスを利用し、協働しています。

社会課題の解決に取り組む団体への寄付

特定非営利活動法人国際ボランティア学生協会●

認定特定非営利活動法人カタリバ●

特定非営利活動法人難民支援協会●

特定非営利活動法人WELgee（ウェルジー）●

160




